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新発田市の給与・定員管理等について 

 

 

 

１ 総括   

 

(1)人件費の状況（普通会計決算） 

区分 住民基本台帳人口 歳 出 額(Ａ ) 実質収支 人 件 費(Ｂ) 
人件費率 

(Ｂ／Ａ) 

（参考） 

令和２年度の人件費率 

令和３年度 95,147人 49,274,238千円 2,559,296千円 7,001,212千円 14.2％ 13.0％ 

（注）人口は、令和４年１月１日現在のものです。 

 

 

(2)職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 職員数(Ａ ) 

給     与      費 
一人当たり 

給与費(Ｂ／Ａ) 

（参考） 

類似団体平均一人

当たり給与費 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計(Ｂ) 

令和３年度 757人 2,776,296千円 391,359千円 1,043,792千円 4,211,447千円 5,563千円 5,880千円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

      ２ 職員数については、令和３年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））

及び会計年度任用職員を含みません。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれていますが、会計年度任

用職員の給与費は含まれていません。 

  

 

(3)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）   
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（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数 

（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 

として計算した指数です。 

      ２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加

味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイ

レス指数です。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）に

より算出。） 

３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。 

   

 

※ 令和４年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇し 

ている場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 

 

 

 

 

(4)給与改定の状況  

   人事委員会を設置していないため記載を省きます。  

 

 

(5)給与制度の総合的見直しの実施状況について  

     

 

 

 

 ①給料表の見直し  

  [ 実施  ・  未実施  ] 

  ・実施時期   平成２７年４月１日  

  ・実施内容   行政職給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、

３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。他の給料表につ

いては、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。  

 

 ②地域手当の見直し  

   新発田市は国の基準で非支給地であるため、地域手当は支給していません。  

  

③その他の見直し内容  

   管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、平成２７年４月１日から国と同様に見直しを実施

しました。  

 

 

 

該当なし 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給

割合の見直し等に取り組むとされている。 
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２  職員の平均給与月額、初任給等の状況    

 

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在） 

 

（注）１ 「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当 

の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当、特殊勤 

務手当等を除いたもの）で算出しています。 

 

①   一般行政職                                                                           

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

新発田市 ４２．８歳 ３１７，５０２円 ３６４，４３５円 ３４１，８４７円 

新潟県 ４４．２歳 ３２７，０７６円 ４０３，４８５円 ３５４，１２４円 

国 ４２．７歳 ３２３，７１１円    ―   円 ４０５，０４９円 

類似団体 ４１．６歳 ３１３，５３８円 ３８３，４４０円 ３４７，２０３円 

 

 

②  技能労務職 

区分 

公務員 民間 参考 

平均年齢 職員数 
平均給料 

月額 

平均給与 

月額 (A) 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

(B) 
A/B 

新発田市 45.3歳 59人 268,618円 286,979円 280,113円 ― ― ― ― 

 うち学校

給食員 
40.7歳 14人 233,129円 241,703円 237,250円 調理士 43.5歳 226,400円 1.07 

うち用務

員 
47.6歳 14人 303,806円 323,663円 318,985円 用務員 49.1歳 236,600円 1.37 

うち自動

車運転手 
52.9歳  3人 330,333円 371,869円 343,000円 

自家用乗用車 

自動車運転手 
60.6歳 209,300円 1.78 

うちその

他の技能

労務職員 

45.8歳 28人 262,157円 282,180円 275,371円 ― ― ― ― 

新潟県 55.0歳 351人 329,799円 363,430円 343,570円 ― ― ― ― 

国 51.1歳 2,114人 286,570円   ― 円 328,416円 ― ― ― ― 

類似団体 51.5歳 22人 301,657円 333,540円 316,596円 ― ― ― ― 

 

 

 

 

 



 -4- 

区分 

参考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員(C) 民間(D) C/D 

新発田市 ― ― ― 

 うち学校

給食員 
3,882,433円 3,027,200円 1.28 

うち用務

員 
5,249,358円 3,187,900円 1.65 

うち自動

車運転手 
5,971,184円 2,699,500円 2.21 

うちその

他の技能

労務職員 
4,456,574円 ― ― 

 

③ 教育職（幼稚園教諭）                                                                                

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

新発田市 ４４．３歳 ３３０，２７５円 ３５４，７１６円 

新潟県 ４２．６歳 ３５６，１９２円 ３９７，０３１円 

類似団体 ３９．１歳 ２９３，８４７円 ３３１，９９４円 

（注） 新潟県については、小・中学校教育職のデータを掲載しています。 

 

 

 (2)職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在） 

区分 新発田市 新潟県 国 

一般行政職 
大学卒 １８２，２００円 １９１，７００円 １８２，２００円 

高校卒 １５０，６００円 １５８，９００円 １５０，６００円 

技能労務職 高校卒 １４７，９００円 １５６，８００円    ―   円 

 

 

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在） 

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 
大学卒 ２４２，９０９円 ３３８，７６０円 ３６６，４５０円 ３９０，５６０円 

高校卒    ―    円 ３０３，９００円 ３５６，２００円 ３６６，９００円 

技能労務職 高校卒 ２０６，７００円 ２４０，０５０円 ２７５，２２５円 ２９８，２６７円 

（注） 該当する職員が 1人またはいない場合は空欄としています。 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 民間データは、賃金構造基本統計調査において

公表されているデータを使用しています（令和元

～令和３年の３か年平均）。 

   ２ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当

たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において

完全に一致しているものではありません。 

   ３ 年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」の

データは、それぞれ平均給与月額を１２倍したも

のに、公務員においては前年度に支給された期

末・勤勉手当、民間においては前年に支給された

年間賞与の額を加えた試算値です。 
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３  一般行政職の級別職員数等の状況    

 

(1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和４年４月１日現在） 

区分  標準的な職務内容  職員数  構成比  １号給の給料月額  
最高号給の 

給料月額  

８級  ―  ０人  ０．０％  408,100円 468,600円 

７級  教育次長  １人  ０．２％  362,900円 444,900円 

６級  課長ほか  ３９人  ８．０％  319,200円 410,200円 

５級  課長補佐  ７２人  １４．７％  289,700円 393,000円 

４級  係長、主任  １６３人  ３３．３％    264,200円 381,000円 

３級  主任  ８９人  １８．２％  231,500円 350,000円 

２級  主事、技師  ８６人  １７．６％  195,500円 304,200円 

１級  主事、技師  ３９人  ８．０％  146,100円 247,600円 

 （注）１ 新発田市の給与条例に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。 
       ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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 (2) 国との給料表カーブ比較（行政職（一））（令和４年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)昇給への人事評価の反映状況 

令和 4年 4月 2日から令和 5年 4月 1日まで 

における運用 
管理職員 一般職員 

イ 人事評価を活用している ○ ○ 

 活用している昇給区分 
昇給可能な 

区分 

昇給実績が 

ある区分 

昇給可能な 

区分 

昇給実績が 

ある区分 

 上位、標準、下位の区分 ○  ○  

   上位、標準の区分     

 
  標準、下位の区分     

  標準の区分のみ（一律）  ○  ○ 

ロ 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   
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４ 職員の手当の状況    
 ※ 各手当の平均支給額等は、企業職（水道局）を除いたものです。 

 

 (1)期末手当・勤勉手当 

新 発 田 市 新 潟 県 国 

１人当たり平均支給額（令和３年度） 

            １，３５７千円 

１人当たり平均支給額（令和３年度） 

              ―  千円 
― 

（令和３年度支給割合） 

期末手当        勤勉手当 

２ .４５月分     １ .８５月分 

(１．３５月分)   （０．９０月分） 

（令和３年度支給割合） 

期末手当        勤勉手当 

２ .４５月分     １ .８５月分 

(１．３５月分)   （０．９０月分） 

（令和３年度支給割合） 

期末手当        勤勉手当 

２ .４０月分     １ .９０月分 

(１．３５月分)   （０．９０月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・役職加算5～15％            

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・役職加算5～20％            

・管理職加算15～25％           

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・役職加算5～20％            

・管理職加算10～25％           

 （注） （ ）内は再任用職員に係る支給割合です。 

 

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職） 

令和４年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ 人事評価を活用している ○ ○ 

 活用している成績率 
支給可能な 

成績率 

支給実績が 

ある成績率 

昇給可能な 

成績率 

昇給実績が 

ある成績率 

 上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○ 

   上位、標準の成績率     

 
  標準、下位の成績率     

  標準の成績率のみ（一律）     

ロ 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   

 

 

(2)退職手当（令和４年４月１日現在） 

新  発  田  市 国 

（支給率）      自己都合     応募認定・定年 

勤 続 2 0年           19.6695月分   24.586875月分 

勤 続 2 5年           28.0395月分    33.27075 月分 

勤 続 3 5年           39.7575月分    47.709   月分 

最高限度       47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置    定年前早期退職特例 

            措置（2％～45％加算） 

（支給率）      自己都合     応募認定・定年 

勤 続 2 0年           19.6695月分   24.586875月分 

勤 続 2 5年           28.0395月分    33.27075 月分 

勤 続 3 5年           39.7575月分    47.709   月分 

最高限度       47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置    定年前早期退職特例 

            措置（2％～45％加算） 

1人当たり平均支給額 

 応募認定・定年    自己都合 

17,555千円        1,346千円 

 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 
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(3)地域手当（令和４年４月１日現在） 

支給なし 

 

 

(4)特殊勤務手当（令和４年４月１日現在） 

区分 水道局職員を除いた全職種 

支給実績（令和３年度決算） １，４３８千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）      ３１，２６３円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度） ５．５％ 

手当の種類（手当数） １１ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(令和３年度決算) 

左記職員に対する 

支給単価 

滞納処分手当 従事職員 
市税等の滞納整理又は差押え等の滞

納処分業務（1日 4時間以上） 
０千円 日額３００円 

福祉調査手当 
生活保護担当者及

び指導監督職員 
要保護世帯の訪問調査等 ８３１千円 日額３００円 

防疫作業手当 従事職員 

家畜伝染予防法に基づく家畜のと

殺・死体焼却・埋却、畜舎等の消毒

作業 

０千円 日額３８０円 

家畜伝染病のまん延防止作業 ０千円 日額２９０円 

新型コロナウィルス感染症から市民

の生命、健康を保護する作業 
０千円 

日額３，０００円 

又は４，０００円 

その他伝染病の防疫作業 ０千円 日額２００円 

伝染病患者等訪問手

当 
保健師 伝染病その他の患者の訪問 ６６千円 日額２００円 

清掃作業等手当 技能労務職員 

じん芥収集処理、し尿収集処理及び

汚泥処理作業（1日 4時間以上） 
１８千円 

日額５００円 

(休日の場合、日額 

１，５００円) 

衛生害虫駆除 １７千円 日額３００円 

五十公野公園の便所掃除、じん芥処

理（1日 4時間以上） 
０千円 日額５００円 

遺体取扱手当 従事職員 遺体の取扱作業 ０千円 １件３，０００円 

特殊作業用自動車等

運転手当 
技能労務職員 

ブルトーザー、大型バス等の運転（1

日 4時間以上） 
３０千円 日額２００円 

除雪作業手当 従事職員 

除雪又は排雪作業、 

作業現場での車両又は歩行者の誘導

作業（1日 4時間以上） 

４４２千円 

日額５００円 

（早朝）日額 

１，８００円 

（緊急）日額 

２，７００円 

用地交渉手当 
用地交渉を本務と

する職員 
用地交渉 ３５千円 日額３００円 

公共土木施設災害応

急作業手当 
従事職員 

豪雨等災害時の河川、堤防、道路等

の応急作業、巡回監視等 
０千円 日額３５０円 

遭難救助手当 従事職員 
著しく危険かつ困難な状況のもとで

行う遭難者の捜索又は救助作業 
０千円 日額２，０００円 
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(5)時間外勤務手当 

支給実績（令和３年度決算） １６７，１３３千円 

職員1人当たり平均支給年額(令和３年度決算) ２３１千円 

支給実績（令和２年度決算） １４８，５０３千円 

職員1人当たり平均支給年額(令和２年度決算) ２０５千円 

 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日給を含みます。 

   ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和３年度決算）」と同じ年度の４月１日

現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

短時間勤務職員を含む。 

 

 

(6)その他の手当（令和４年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 
支給実績 

(令和３年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 
（令和３年度決算） 

対象者に対して毎月支給するもの 

 

扶養手当 

・配偶者                ６，５００円 

・子                 １０，０００円 

・配偶者及び子以外の扶養親族     各６，５００円 

・満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度末までの子は、５，

０００円加算 

同じ ８１，０９４千円 ２４０，６３６円 

 

住居手当 

・自ら居住するための住宅を借り受け、月額１６，０００

円を超える家賃を支払っている職員に対し、負担している

家賃の額に応じて、最高２８，０００円（家賃の額が６１，

０００円以上の場合）まで支給しています。 

同じ ４１，６７０千円 ２７９，６６７円 

通勤手当 

・交通機関利用者（定期券の通用期間ごとに支給） 

 負担している運賃の額に応じて、一箇月当たり最高５５，

０００円まで支給しています。 

・交通用具使用者 

 片道の使用距離に応じ、２，０００円（２kｍ以上５kｍ

未満）から最高３１，６００円（60kｍ以上）まで支給して

います。 

同じ ４３，７２８千円 ６５，９５４円 

 
管理職手当 

・管理又は監督の地位にある職員に対してその役職に応じ

て月額１９，８００円～７９，２００円を支給しています。 
同じ ７４，２８８千円 ５１５，８８８円 

単身赴任手当 

・官署を異にする異動等により自宅からの通勤距離が６０

ｋｍ以上となり単身赴任を常況とする職員に対して、その

距離に応じて３０，０００円から１００，０００円まで支

給しています。 

同じ ― 千円 ―   円 

勤務実績に応じて支給するもの 

 
宿日直手当 

・宿日直勤務をした職員に対して、その勤務内容に応じて

勤務１回につき４，４００円～７，４００円を支給してい

ます。 
同じ ９千円 ４，４００円 

 
管理職員特別 

勤務手当 

・管理職手当の支給を受ける職員が、臨時又は緊急の必要

により週休日・休日等に勤務した場合に、勤務１回につき

最高１１，０００円まで支給しています。 
同じ ９９６千円 １２，４５０円 
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５  特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）    

 

区 分 給 料 月 額 等 

給料 

市 長 

 

副市長 

 

教育長 

９００，６００円 

（９４８，０００円） 

６９１，６００円 

（７２８，０００円） 

６１７，５００円 

（６５０，０００円） 

（参考）類似団体における最高／最低額 

1,053,000円  ／    88,000円 

870,000円  ／   614,300円 

―  円  ／     ―  円 

報酬 

議 長 

副議長 

議 員 

４９８，０００円 

４２８，０００円 

３９６，０００円 

629,000円  ／   359,000円 

575,000円  ／   295,000円 

522,000円  ／   273,000円 

期末手当 

市 長 

副市長 

教育長 

 （令和３年度支給割合） 

                    

   ３．２０月分 

議 長 

副議長 

議 員 

 （令和３年度支給割合） 

                        

３．２０月分  

退職手当 

 

市 長 

副市長 

教育長 

（算定方式）                     （１期の手当額）     （支給時期） 

給料月額×在職月数×４６．７％    21,250,368円       任期毎 

給料月額×在職月数×３１．７％    11,077,248円       任期毎 

給料月額×在職月数×２１．７％     5,077,800円       任期毎 

（注）１ 給料月額欄における（ ）内の金額は市長、副市長及び教育長の本来の給料月額ですが、平成３１年４月１日から令

和４年１１月３０日までの間、市長、副市長及び教育長は５％を減額して支給しています。 

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（市長、副市長については４年

＝４８月、教育長については３年＝３６月）勤めた場合における退職手当の見込額です。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 -11- 

６  職員数の状況    

 

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由 

部 門 

職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 令和 4 年度 

(4 月 1 日現在) 

令和 3 年度 

(4 月 1 日現在) 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議  会 ７ ７ －  

総  務 １７８ １８１ △３ 組織・機構の改革に伴う減 

税  務 ４８ ５０ △２ 業務見直しによる減 

民  生 ２２８ ２３０ △２ 業務見直しによる減 

衛  生 ６１ ６３ △２ 業務見直しによる減 

労  働 ２ ２ －  

農林水産 ３０ ３０ －  

商  工 ２３ ２３ －  

土  木 ６６ ６６ －  

計 ６４３ ６５２ △９ 
＜参考＞                  

人口１万人当たり職員数    ６８人 

（類似団体の人口 1 万人当たりの職員数   ５８人） 

教育部門 １１７ １２３ △６ 組織・機構の改革に伴う減 

小 計 ７６０ ７７５ △１５ 
＜参考＞                  

人口１万人当たり職員数    ８０人 

（類似団体の人口 1 万人当たりの職員数   ７６人） 

公
営
企
業
等 

会
計
部
門 

水  道 ２８ ２８ －  

下 水 道 ２３ ２３ －  

そ の 他 ３９ ３９ －  

小 計 ９０ ９０ －  

合 計 
８５０ 

[９９０] 

８６５ 

[９９０] 

△１５ ＜参考＞                  

人口１万人当たり職員数    ８９人 

（注）１ 職員数は、一般職に属する職員数であり、会計年度任用職員または再任用職員（短時間勤務）を除いています。 

   ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 
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(2) 年齢別職員構成の状況(令和４年４月１日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

区  分 
20 歳

未満 

20 歳 

～  
23 歳 

24 歳 

～  
27 歳 

28 歳 

～  
31 歳 

32 歳 

～  
35 歳 

36 歳 

～  
39 歳 

40 歳 

～  
43 歳 

44 歳 

～  
47 歳 

48 歳 

～  
51 歳 

52 歳 

～  
55 歳 

56 歳 

～  
59 歳 

計 

職
員
数 

R4.4.1 
３ 

人 

２７ 

人 

４７ 

人 

５８ 

人 

１１２ 

人 

９６ 

人 

９９ 

人 

１２１ 

人 

１２８ 

人 

８１ 

人 

７８ 

人 

８５０ 

人 

H29.4.1 ３ ３３ ５５ １０５ １００ １０３ １２９ １１８ ８５ ７１ ７０ ８７２ 

（注）一般職に属する職員数の合計です。 

 

 

 

(3)職員数の推移 

（単位：人・％）  

年度  

部門別  

平成  

２９年  

平成  

３０年  

平成  

３１年  

令和  

２年  

令和  

３年  

令和  

４年  

過去５年間  

の増減数（率）  

一般行政  ６４９  ６５０  ６５０  ６５５  ６５２  ６４３  △  ６（△  ０．９％） 

教育  １３２  １３３  １３０  １２７  １２３  １１７  △１５（△１１．４％） 

普通会計計  ７８１  ７８３  ７８０  ７８２  ７７５  ７６０  △２１（△  ２．７％） 

公営企業等会計計  ９１  ８５  ９３  ９０  ９０  ９０  －  

総合計  ８７２  ８６８  ８７３  ８７２  ８６５  ８５０  △２２（△  ２．５％） 
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７  公営企業職員の状況    

(1)水道事業 

①職員給与費の状況 

ア 決算 

区分 総 費 用(Ａ ) 純損益又は実質収支 職員給与費(Ｂ) 
総費用に占める職員 

給与費比率(Ｂ／Ａ) 

（参考）令和2年度の総費用

に占める職員給与費比率 

令和3年度 1,972,171千円 248,045千円 164,836千円 8.4％ 9.5％ 

（注）１ 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 23,212 千円を含みません。 

   ２ 再任用職員及び会計年度任用職員に係る職員給与費を含みません。 

 

 

区分 職員数(Ａ ) 
給     与      費 一人当たり 

給与費(Ｂ／Ａ) 

（参考）政令指定都市

を除く市町村の平均 

一人当たり給与費 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計(Ｂ) 

令和3年度 28人 109,948千円 25,281千円 28,060千円 163,289千円 5,831千円 6,028千円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、令和４年３月３１日現在の人数です。 

３ 職員数及び給与費には、再任用職員及び会計年度任用職員を含みません。 

 

 

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

新発田市 ４３．７歳 ３２１，６７８円 ４４８，９８９円 

政令指定都市を除く市町村の平均 ４５．５歳 ３３５，４９２円 ５０１，３９０円 

（注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

２  再任用職員及び会計年度任用職員を含みません。 

 

 

③職員の手当の状況 

 ア 期末手当・勤勉手当 

新 発 田 市 政令指定都市を除く市町村の平均 

１人当たり平均支給額（令和３年度） 

１，４５６千円 

１人当たり平均支給額（令和３年度） 

                １，４５７千円 

（令和３年度支給割合） 

期末手当          勤勉手当 

２．４５  月分    １ .８５  月分 

（１．３５） 月分  （０．９０） 月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・役職加算5～15％            

 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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 イ 退職手当（令和４年４月１日現在） 

新  発  田  市 政令指定都市を除く市町村の平均 

（支給率）      自己都合     応募認定・定年 

勤 続 2 0年      19.6695月分   24.586875月分 

勤 続 2 5年      28.0395月分    33.27075 月分 

勤 続 3 5年      39.7575月分    47.709   月分 

最高限度額     47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置    定年前早期退職特例 

            措置（2％～45％加算） 

 

1人当たり平均支給額 

２０，２７６千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1人当たり平均支給額 

２２，３９１千円 

 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 ウ 地域手当  なし 

 

 エ 特殊勤務手当（令和４年４月１日現在） 

区分 水道局職員 

支給実績（令和３年度決算） ４４８千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） １８，６４６円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度） ８２．８％ 

手当の種類（手当数） ２ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(令和３年度決算) 

左記職員に対する支

給単価 

現場手当 従事職員 総合監視制御の夜間業務 ２６０千円 １回８００円 

保安勤務手当 従事職員 

正規の勤務時間外におけ

る緊急に措置すべき保安

業務 

１５９千円 日額３，０００円 

12/29～1/3 の期間の総合

監視制御業務 
２９千円 

１回１，５００円 

（夜間１回 

３，０００円） 

 

 オ 時間外勤務手当 

支給実績（令和３年度決算） ５，８４８千円 

職員1人当たり平均支給年額(令和３年度決算) ２４４千円 

支給実績（令和２年度決算） ４，９００千円 

職員1人当たり平均支給年額(令和２年度決算) １９６千円 

（注）１ 時間外勤務手当には、休日給を含みます。 

   ２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和３年度決算）」と同じ年度の４月１日現

在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

短時間勤務職員を含む。 

 



 -15- 

 カ その他の手当（令和４年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度 

との異同 

支給実績 
(令和３年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 
（令和３年度決算） 

対象者に対して毎月支給するもの 

 
扶養手当 一般行政職と同じ 同じ ４，０８２千円 ２９１，５７１円 

 
住居手当 一般行政職と同じ 同じ １，４５１千円 ３６２，６５０円 

 
通勤手当 一般行政職と同じ 同じ １，７９７千円 ６４，１５７円 

 
管理職手当 一般行政職と同じ 同じ ２，７４７千円 ５４９，３６０円 

 単身赴任手当 一般行政職と同じ 同じ ― 千円 ― 円 

勤務実績に応じて支給するもの 

 
夜勤手当 

・正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５時ま

での間に勤務した職員に対して、勤務１時間につき、１時

間当たりの給与額の２５／１００を支給しています。 
― ８７２千円 １０９，０４５円 

 
宿日直手当 一般行政職と同じ 同じ ― 千円 ― 千円 

 管理職員特別 

勤務手当 
一般行政職と同じ 同じ ― 千円 ― 千円 

 

 

 

 


